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【事務連絡者氏名】 常務取締役　管理部門管掌　　吉野　彰志郎

【最寄りの連絡場所】 東京都新宿区西新宿一丁目23番７号

【電話番号】 03(6381)4211（代表）

【事務連絡者氏名】 常務取締役　管理部門管掌　　吉野　彰志郎

【届出の対象とした募集有価証券の種類】 株式

【届出の対象とした募集金額】 その他の者に対する割当 560,000,000円

 （注）　募集金額は、会社法上の払込金額（以下、本有価証券

届出書において「発行価額」という。）の総額であ

り、平成25年１月７日（月）現在の株式会社東京証

券取引所における当社普通株式の終値を基準として

算出した見込額であります。

【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

藤森工業株式会社　大阪支店

（大阪市中央区博労町二丁目４番11号（中博ビル））
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第一部【証券情報】
 

第１【募集要項】
 

１【新規発行株式】

種類 発行数 内容

普通株式 255,000株
完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式
単元株式数　100株

　（注）１　平成25年１月15日（火）開催の取締役会決議によります。

２　平成25年１月15日（火）開催の取締役会決議に基づき行われる当社普通株式1,700,000株の一般募集（以下、「一般

募集」という。）に伴い、その需要状況等を勘案し、255,000株を上限として大和証券株式会社が当社株主より借受

ける当社普通株式（以下、「貸借株式」という。）の売出し（以下、「オーバーアロットメントによる売出し」とい

う。）を行う場合があり、本募集はオーバーアロットメントによる売出しに関連して大和証券株式会社を割当先と

して行う第三者割当増資（以下、「本件第三者割当増資」という。）であります。

大和証券株式会社は、一般募集及びオーバーアロットメントによる売出しの申込期間（以下、「申込期間」とい

う。）中、当社普通株式について安定操作取引を行う場合があり、当該安定操作取引で買付けた株式の全部又は一部

を貸借株式の返還に充当する場合があります。

また、大和証券株式会社は、申込期間終了日の翌日から平成25年２月22日（金）までの間（以下、「シンジケートカ

バー取引期間」という。）、オーバーアロットメントによる売出しを行った株式数を上限として、株式会社東京証券

取引所において当社普通株式の買付け（以下、「シンジケートカバー取引」という。）を行う場合があり、当該シン

ジケートカバー取引で買付けられた株式は全て貸借株式の返還に充当されます。なお、シンジケートカバー取引期

間内においても、大和証券株式会社の判断で、シンジケートカバー取引を全く行わず、又はオーバーアロットメント

による売出しを行った株式数に至らない株式数でシンジケートカバー取引を終了させる場合があります。

大和証券株式会社は、オーバーアロットメントによる売出しを行った株式数から上記の安定操作取引及びシンジ

ケートカバー取引に係る貸借株式の返還に充当する株式数を減じた株式数について、本件第三者割当増資に係る割

当に応じる予定であります。

したがって、本件第三者割当増資における発行数の全部又は一部につき申込みが行われず、その結果、失権により本

件第三者割当増資における最終的な発行数がその限度で減少し、又は発行そのものが全く行われない場合がありま

す。

３　振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号
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２【株式募集の方法及び条件】

（１）【募集の方法】

区分 発行数 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額（円）

株主割当 － － －

その他の者に対する割当 255,000株 560,000,000 280,000,000

一般募集 － － －

計（総発行株式） 255,000株 560,000,000 280,000,000

　（注）１　前記「１　新規発行株式」（注）２に記載のとおり、本募集はオーバーアロットメントによる売出しに関連して大和

証券株式会社を割当先として行われる第三者割当の方法によります。その概要は以下のとおりであります。

 割当予定先の氏名又は名称 大和証券株式会社

 割当株数 255,000株

 払込金額の総額 560,000,000円

 割当てが行われる条件 前記「１　新規発行株式」（注）２に記載のとおり

２　前記「１　新規発行株式」（注）２に記載のとおり、発行数が減少する、又は発行そのものが全く行われない場合が

あります。

３　資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金の額であり、会社計算規則第14条第１項に従い算出される資本金等

増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとしま

す。また、増加する資本準備金の額は、当該資本金等増加限度額から上記の増加する資本金の額を減じた額としま

す。

４　発行価額の総額、資本組入額の総額及び払込金額の総額は、平成25年１月７日（月）現在の株式会社東京証券取引所

における当社普通株式の終値を基準として算出した見込額であります。

 

（２）【募集の条件】

発行価格（円）
資本組入額
（円）

申込株
数単位

申込期間
申込証拠金
（円）

払込期日

未定
（注）１

未定
（注）１

100株平成25年２月26日（火）該当事項なし 平成25年２月27日（水）

　（注）１　発行価格及び資本組入額については、平成25年１月23日（水）から平成25年１月28日（月）までの間のいずれかの日

に一般募集において決定される発行価額及び資本組入額とそれぞれ同一の金額とします。

２　全株式を大和証券株式会社に割当て、一般募集は行いません。

３　大和証券株式会社から申込みがなかった株式については、割当てを受ける権利は消滅します。

４　申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込みをし、払込期日に後記払込取扱場所へ１株につき発行価格

と同一の金額を払込むものとします。

 

（３）【申込取扱場所】

店名 所在地

藤森工業株式会社　本店 東京都新宿区西新宿一丁目23番７号

 

（４）【払込取扱場所】

店名 所在地

株式会社みずほ銀行　丸の内中央支店 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号
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３【株式の引受け】

　該当事項はありません。

 

４【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

560,000,000 3,000,000 557,000,000

　（注）１　発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

２　払込金額の総額（発行価額の総額）は、平成25年１月７日（月）現在の株式会社東京証券取引所における当社普通

株式の終値を基準として算出した見込額であります。

 

（２）【手取金の使途】

　上記差引手取概算額上限557,000,000円については、本件第三者割当増資と同日付をもって取締役会において決議さ

れた一般募集の手取概算額3,711,000,000円と合わせた、手取概算額合計上限4,268,000,000円について、300,000,000

円を平成26年３月末迄に三重事業所の設備資金に、3,600,000,000円を平成25年３月末迄に三重事業所新設等を目的

に調達した短期借入金の返済資金に充当し、残額が生じた場合には、平成26年３月末迄の長期借入金の返済資金に充

当する予定であります。

　なお、第三部　参照情報　第１　参照書類の１　有価証券報告書（第82期）に記載された「第一部　企業情報　第３　設備

の状況　３　設備の新設、除却等の計画　(1）重要な設備の新設等の計画」は、本有価証券届出書提出日（平成25年１月

15日）現在（ただし、投資予定金額の既支払額については平成24年12月31日現在）、以下のとおりとなっております。

会社名
事業所名

所在地
セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定
年月

完了後の
増加能力

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

当社
三重事業所

三重県
名張市

ライフサ
イエンス

土地建物、
機械設備等

6,4096,026

自己資
金、借入
金及び増
資資金

平成22年
９月

平成25年
９月

－

　（注）１　当社グループの製品は多岐にわたるため、その生産能力を記載することは困難であります。このため上記完成後の増

加能力の記載は省略しております。

２　上記金額には消費税は含んでおりません。

 

第２【売出要項】
 

　該当事項はありません。

 

第３【第三者割当の場合の特記事項】
 

　該当事項はありません。

 

第４【その他の記載事項】
 

　該当事項はありません。
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第二部【公開買付けに関する情報】
 

　該当事項はありません。

 

第三部【参照情報】
 

第１【参照書類】
 

　会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照するこ

と。

 

１【有価証券報告書及びその添付書類】

　事業年度　第82期（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）平成24年６月21日関東財務局長に提出

 

２【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度　第83期第１四半期（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）平成24年８月14日関東財務局長に提出

 

３【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度　第83期第２四半期（自　平成24年７月１日　至　平成24年９月30日）平成24年11月14日関東財務局長に提出

 

４【臨時報告書】

　１の有価証券報告書提出後、本有価証券届出書提出日（平成25年１月15日）までに、金融商品取引法第24条の５第４項及び

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を平成24年６月22日に関東財務局

長に提出

 

第２【参照書類の補完情報】
 

　上記に掲げた参照書類である有価証券報告書及び四半期報告書（以下、「有価証券報告書等」という。）の提出日以降、本有

価証券届出書提出日（平成25年１月15日）までの間において、当該有価証券報告書等に記載された「事業等のリスク」につい

て生じた変更その他の事由はありません。以下の内容は当該「事業等のリスク」を一括して記載したものであります。

　また、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は本有価証券届出書提出日（平成25年

１月15日）現在においてもその判断に変更はなく、新たに記載する将来に関する事項もありません。

 

事業等のリスク

　当社グループの経営成績、株価及び財政状況等に影響を及ぼす可能性のある事項には以下のようなものがあります。なお、文

中における将来に関する事項は当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。また、本記載は将来発生しう

るすべてのリスクを必ずしも網羅したものではありません。

 

(1）電気・電子関連市場の影響

　当社グループにおいては、高度情報化社会の進展等に伴い、液晶ディスプレイ等に使用される偏光板（光学用）用プロテク

トフィルム並びにパソコンやゲーム機に使用される情報記録用材の層間絶縁フィルムなどの生産・販売を行っております。

従って、これら電気・電子関連市場の影響材市場での需要の急激な変動は当社グループの業績に大きな影響を及ぼす可能性

があります。
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(2）競合状況、価格動向

　当社グループが属する業界は大手から中小まで、様々な企業が存在しております。現状の当社グループは独自の高い技術に

より優位に展開している分野もありますが、今後、競合他社が模倣あるいは独自の高い技術をもって当社のシェアを奪う可

能性があります。当社グループでは一層の技術向上や顧客への信頼確保に努めておりますが、競合状況の変化によって、価格

やシェアが低下する場合には当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(3）原材料の市況

　当社グループの販売する包装材や各種加工フィルムに使用される主要原材料は樹脂・フィルムといった各種のプラスチッ

ク製品であります。これらの原材料の価格は原油・ナフサなどの国際商品市況の影響を受けるものであり、今後の価格上昇

や為替変動などが合理化、価格転嫁による吸収を超えるような場合には当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

(4）為替変動

　当社グループは製造・販売を海外にて展開している他、海外への外貨建ての販売・海外からの外貨建てによる資材調達を

行っており、為替相場の変動によっては当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(5）設備投資に伴う影響

　当社グループでは需要動向を検討した上で各部門の生産力強化及び差別化に資する設備投資を実施しており、今後も機に

応じて必要と判断される投資を実施してまいります。このような設備投資には、市場環境の変化・設備コスト増大・工事遅

延等による投資回収期間の長期化、償却費・資金調達費用の負担増大による収支悪化など、当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。

 

(6）債権管理

　当社グループは取引先に対して、売掛金や貸付金等の債権を有しており、特に建築資材事業の工事物件につきましては、一

取引における金額が大きい場合もあります。取引先の業況に充分注意し、与信管理を徹底しておりますが、場合によっては回

収リスクが顕在化して、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 

(7）環境規制等の影響

　当社グループでは環境保全を経営の最重要課題であると認識し、厳格な管理を徹底しつつ事業活動を行っておりますが、今

後、環境等に関するさまざまな法的規制の強化あるいは社会的責任の要請等により、事業活動に制約を受けたり、追加の設備

投資、新たな費用及び債務が発生した場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 

(8）事故災害

　当社グループは安全第一の方針のもと、主要な事業拠点においては、火災等の事故や大地震等の自然災害による損害を防止

するため、設備の点検・安全対策を実施しております。しかし、これらの活動にもかかわらず、事故・災害など当社グループ、

関連資材メーカー、顧客等の生産設備や電力・物流等の社会インフラに重大な影響を及ぼす事象が発生した場合には、生産

活動の中断及び生産活動に対する制約等により当社グループの業績に影響を与える可能性があります。
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第３【参照書類を縦覧に供している場所】
 

藤森工業株式会社　本店

（東京都新宿区西新宿一丁目23番７号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

藤森工業株式会社　大阪支店

（大阪市中央区博労町二丁目４番11号（中博ビル））

 

第四部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。

 

第五部【特別情報】
 

　該当事項はありません。
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